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Ｄ―１案 ～ Ｄ―３案 の①の前段は、（　）の部分を除き、現行規定の
ままである。提案理由は、上記民法760条と同じである。筆者は、同766
条が平成23年に改正されたばかりの規定であることから、 Ｄ―３案 に立
つ。
５．おわりに
本稿では、上述のとおり、「仮決定・留保事項の主要項目をベースとし
て、この間の学説や実務の展開」を踏まえて、いわゆる折衷（サテライト）
型の立法論を展開してきた。さらに「比較法的知見を加えた検討が必要」
であり、また、「規定のあり方」として、民法877条以下の未成年子に対
する親の扶養義務を切り離して、親子法に規定するいわゆる「分離型」、
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または、現行扶養法の体系を維持しつつ、未成年子扶養について、親族扶
養の中に特則をおく、いわゆる「非分離型」の可能性をも模索する必要が
あり、今後の課題となろう（26）。
［付記］本稿は、平成24年度科学研究費助成（基盤研究（Ｂ））課題番号
24330003（代表：床谷文雄）による分担研究及び平成24年度白
鷗大学法政策研究所特別研究費助成（個人研究）による研究成果
の一部である。
（本学法学部・法科大学院教授）
（26）　「折衷（サテライト）型」、「分離型」、「非分離型」については、前掲注（６）を参照。
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